
「新型コロナウイルス感染症東京都緊急対応策（第三弾）」の概要
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 〇「令和元年度・２年度補正予算」(2月18日)、「集中的取組」(2月21日～3月15日)に続き、「当面の都及び都民、企業等の行動指針」、

 　必要な対策を講じるなど、都として、全力で取り組んでいく。

 　「緊急対応策」、「国への緊急要望」の三つを柱とする緊急対応策を取りまとめた。
 〇　今後、3月23日を目途に、国の動向を踏まえ、都としての新たな方針を示すとともに、今後の経済動向や感染状況等を見極めた上で

当面の都及び都民・企業等の行動指針 緊急対応策（主な事業）

国への緊急要望

2月に発表した補正予算（401億円）に加え、既定予算と元年度の予備

費36億円を活用し、111億円の緊急対応策を実施
財政規模

都の対応を集中期間対策後も継続、緊急事態宣言

冷静な対応、買い占めや転売をしない、便乗トラブル

一人一人の感染症対策、新型コロナ？と思ったら

新型コロナの拡大防止に向けて－都民の皆様へのお願い－

春休みまで臨時休業、手洗い等の励行、学習を支援

スムーズビズの加速化、健康管理の徹底

都主催ｲﾍﾞﾝﾄ等の対応は、月内ｲﾍﾞﾝﾄ中止等の継続

3月23日を目途に新対応方針、花見のエチケット

来島者への対応、患者発生時の対応

人権への配慮を
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個別事項

40項目

医療・検査体制、衛生資材確保、相談・情報

テレワーク・時差出勤等の実施、学校臨時休業対策

学校の今後の見通し、影響を受ける企業等への支援

雇用の維持と従業員の収入の安定、特別措置法への対応

全般的事項

５項目

国が果たすべき役割を的確かつ緊急に講じること

国が地方負担の全てについて確実に財政支援

地方自治体の意見を聴取し、情報提供すること

特措法判断基準の明確化と知事の措置への国の配慮

しっかりとした経済下支え対策を講じること

国の緊急対応策事項
感染症指定医療機関等における重症患者受入体制の整備

医療提供体制等 入院医療体制の強化、外来診療体制の強化
の強化 ＰＣＲ検査体制の拡充

医療機関、社会福祉施設等にマスク約350万枚提供

学童クラブの午前中からの開所に上乗せ補助
臨時休校に伴う放課後等デイサービスの対応に係る支援
感染拡大の影響を受ける子供食堂等を支援
保育所等の臨時休園等に係る保育料返還分の補填
学校給食休止に伴い発生する負担軽減を支援
児童・生徒の心身の健康をケア
返済のリスケジュールが可能となる融資メニューを新設
資金繰りがひっ迫している事業者への融資メニューを新設

影響を受ける企業等 中小企業の従業員向けに、無利子融資を開始
への支援 フリーランスを含む個人事業主をサポート

所得が減少した方等に一時的な貸し付け
都民利用施設等のイベントの中止等に伴う対応

区市町村支援 新たな交付金の創設を検討
オンライン相談の実施に向けた取組
児童・生徒の家庭でのオンライン学習を支援
テレワークの加速に向け、集中的な総合対策を実施
スムーズビズの取組を強化
消費生活相談を強化

財政面からの工夫等 個人事業税の申告期限を延長
検討チームの設置など 緊急対応策等検討チームの設置、関係者からの意見聴取

学校臨時休業対策

オンラインを活用した取組

都民行動や企業活動


